
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本要約版は、数値版の集計結果の中から主要項目を抽出し、報告件数等について 2024 年 1月 1 日

～同年 12 日 31 日までの状況を、制度開始からの推移あるいは前年比等によりまとめている。 

一部のグラフは、2015年 10 月～12月のデータを省略している。 

なお、数値版については、日本医療安全調査機構のホームページに掲載している。 

（2024年）  
要約版  

Ⅱ 相談・医療事故報告等の現況  
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要約版について 

要約版は、日本医療安全調査機構のホームページに掲載している「医療事故調査・支援センタ

ー 2024 年 年報」数値版の数値より、主要項目を抽出し、1.相談の状況、2.医療事故発生報告

の状況、3.院内調査結果報告の状況、4.センター調査の状況として、グラフで示している。 

 

医療事故報告による情報の収集 

 
医療法第 6 条の 10  

病院、診療所又は助産所（以下この章において「病院等」という。）の管理者は、医療事故（当該病院等
に勤務する医療従事者が提供した医療に起因し、又は起因すると疑われる死亡又は死産であつて、当該管
理者が当該死亡又は死産を予期しなかつたものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下この章にお
いて同じ。）が発生した場合には、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、当該医療事故の日時、
場所及び状況その他厚生労働省令で定める事項を第 6 条の 15 第 1 項の医療事故調査・支援センターに報
告しなければならない。 

医療法第 6 条の 11 
４ 病院等の管理者は、医療事故調査を終了したときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、 

その結果を第 6 条の 15 第 1 項の医療事故調査・支援センターに報告しなければならない。 
 
厚生労働省令第 100 号（医療法施行規則の一部を改正する省令） 
 
「当該死亡または死産を予期しなかったもの」 
第 1 条の 1100 の 2  

法第 6 条の 10 第１項に規定する厚生労働省令で定める死亡又は死産は、次の各号のいずれにも該当し
ないと管理者が認めたものとする。 

一 病院等の管理者が、当該医療が提供される前に当該医療従事者等が当該医療の提供を受ける者又はそ
の家族に対して当該死亡又は死産が予期されることを説明していたと認めたもの 

二 病院等の管理者が、当該医療が提供される前に当該医療従事者等が当該死亡又は死産が予期されるこ
とを当該医療の提供を受ける者に係る診療録その他の文書等に記録していたと認めたもの 

三 病院等の管理者が、当該医療を提供した医療従事者等からの事情の聴取及び第 1 条の 11 第 1 項第 2
号の委員会からの意見の聴取(当該委員会を開催している場合に限る。)を行つた上で、当該医療が提
供される前に当該医療従事者等が当該死亡又は死産を予期していたと認めたもの 
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22002244年年
のの 状状 況況

１．相談件数の推移 （数値版 参考１-（１）-①参照）

＊相談手段の大半は電話であるが、それ以外に文書等が数件含まれる。 ＊相談件数を四半期ごとに表記している。

相談件数は2,043件であり、450〜570件台/四半期で推移していた。

相相談談のの状状況況
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２．相談者別（｢医療機関｣と｢遺族等｣）相談件数の推移 （数値版 １-（１）-②参照）

＊相談者別(｢医療機関｣と｢遺族等｣)の相談件数を四半期ごとに表記している。
＊｢遺族等｣には、生存事例における相談者やその家族が含まれる。

医療機関からの相談は879件、遺族等からの相談は1,069件であった。22002244年年
のの 状状 況況
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３．遺族等の相談内容 （数値版 １-（１）-④参照）

22002244年年
のの 状状 況況

遺族等からの相談件数は1,188件であり、最も多かった相談内容は「医療事故報告対象の判断」916件であった。この中には、制度開始前等の死亡事例
に関する相談や、事故にあわれた本人等からの相談が350件含まれていた。
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医医療療事事故故報報告告対対象象のの判判断断 916

2015年10月以降の死亡事例 制度開始前等の死亡事例や
生存事例に関する相談

（件数 / 重複計上）

22001166年年

22001177年年

22001188年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22002244年年

22002222年年

22002233年年

［650件］

［814件］

［1,050件］

［1,154件］

［847件］

［977件］

［1,188件］

［864件］

［1,213件］

668811

888833

779999

448877

441177

771122

668811

889966

再発防止

その他

相談・報告の手続き

院内調査に関すること

センター調査に関すること

＊1回の対応で複数の相談内容がある場合は、重複計上している。 ＊｢遺族等｣には、生存事例における相談者やその家族が含まれる。
＊｢その他｣には、制度やセンターの業務に関するもの等が含まれる。

４．遺族等からの求めに応じて医療機関へ伝達した件数と事故報告件数 （数値版 １-（１）-⑤参照）

＊医療機関への伝達は、厚生労働省医政局総務課⻑通知(平成28年6月24日医政総発0624第1号)｢遺族等からの求めに応じて、相談の内容等を病院等の管理者に伝達すること｣に
基づく。

22002244年年
のの 状状 況況

※1) ｢事故報告あり｣とは、伝達をした事例のうち医療機関が医療事故発生報告を行った件数を伝達年月に計上している。

遺族等からの求めに応じて医療機関へ伝達した件数は25件であった。そのうち医療事故として報告のあった件数は2件であった。

（件数）

累累 計計
22002244年年22002233年年22002222年年22002211年年22002200年年22001199年年22001188年年22001177年年22001166年年

（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（11～～1122月月））（（77～～1122月月））

195242516142324381912病病 院院

9120001122診診療療所所

0000000000助助産産所所

204252716142325392114合合 計計

23224225411
事事故故報報告告
あありり ※※11))

伝伝達達年年月月

医医療療機機関関
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５．センター合議における助言内容および医療機関の判断（数値版 １-（２）-④参照）

センター合議は73件実施した。内訳は、｢報告を推奨すると助言した｣45件のうち、医療機関から医療事故報告されたものが28件であった。また、｢複
数の考え方を伝えた｣11件のうち、報告されたものは2件であった。

22002244年年
のの 状状 況況

＊2024年の｢報告した｣は、2025年1月31日時点までに医療事故発生の報告を受けた件数の再掲であり、｢報告していない｣には、一部、検討中のものを含む。
＊｢センター合議｣とは、医療機関が行う｢医療事故か否かの判断｣に関する支援として、複数の専門家（医師、薬剤師、看護師）らにより合議を行い、その結果を医療機関へ助言
として伝えるものである。

（件数）

29（64.4%）

23（71.9%）

22（64.7%）

24（68.6%）

23（62.2%）

28（75.7%）
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28（87.5%）

16（35.6%）

9（28.1%）

12（35.3%）

11（31.4%）

14（37.8%）

9（24.3%）

18（47.4%）

4（12.5%）

3
（30.0%）

1

1
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6（42.9%）

12（50.0%）

5（25.0%）

7（70.0%）

5（83.3%）

4（80.0%）

7（63.6%）

6（54.5%）

8（57.1%）

12（50.0%）

15（75.0%）

16

8
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14

13

4

13

14

報報告告ししたた 2288 報報告告ししてていいなないい 1177 報報告告

ししたた

2
報報告告ししてていいなないい

99  （（81.8%））

報報告告ししてていいなないい

1177

0 10 20 30 40 50 60 70 80

「「医医療療事事故故」」ととししてて報報告告をを推推奨奨すするるとと助助言言ししたた

4455  ［［6611..66％％］］

62.2% 37.8%

「「医医療療事事故故」」ととししててのの報報告告対対象象ととはは
考考ええににくくいいとと助助言言ししたた

1177  ［［2233..33％％］］

複複数数のの考考ええ方方をを伝伝ええたた

1111  ［［1155..11％％］］

3322［［6699..66％％］］ 66［［1133..00％％］］ 88［［1177..44％％］］

3322［［4488..55％％］］

3388［［5500..77％％］］

2200［［3300..33％％］］ 1144［［2211..22％％］］

2244［［3322..00％％］］ 1133［［1177..33％％］］

3377［［6677..33％％］］ 1144［［2255..55％％］］ 44［［77..33％％］］

3377［［6600..77％％］］ 1111［［1188..00％％］］ 1133［［2211..33％％］］

3355［［5588..33％％］］ 1111［［1188..33％％］］ 1144［［2233..33％％］］

3344［［7777..33％％］］ 55［［1111..44％％］］ 55［［1111..44％％］］

（（20.0％％））

（（16.7％％））

（件数）

4455［［6633..44％％］］ 1100［［1144..11％％］］ 1166［［2222..55％％］］

22001166年年

22001177年年

22001188年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22002222年年

22002233年年

22002244年年

［66件］

［75件］

［55件］

［61件］

［60件］

［44件］

［46件］

［73件］

［71件］

（（18.2%））
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医療事故発生報告件数は349件であり、70〜100件台/四半期で推移していた。

医医療療事事故故発発生生報報告告のの状状況況

６ｰ１．医療事故発生報告件数の推移 （数値版参考２-（１）-①-i参照）

22002244年年
のの 状状 況況

＊医療事故発生報告件数を四半期ごとに表記している。
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22001177年 22001188年22001166年22001155年 22001199年 22002200年 22002211年 22002244年22002222年 22002233年
［81件］［406件］ ［370件］ ［377件］ ［324件］［373件］ ［317件］ ［361件］［300件］ ［349件］

ココロロナナ感感染染症症緊緊急急事事態態宣宣言言～～55類類移移行行前前期期間間

６ｰ２．コロナ禍における医療事故発生報告件数の推移 （数値版 ２-（１）-①参照）

コロナ感染者数の増加に伴い、医療事故発生報告件数に減少が認められたが、新型コロナウイルス感染症の５類移行後、月別の変動はあるが医療事故
発生報告件数はコロナ禍前と同程度になった。

22002200年年
～～22002244年年
のの 状状 況況

＊コロナ禍における2020年1月1日〜2023年5月7日および５類感染症移行後の2023年５月８日〜2024年12月31日の医療事故発生報告件数を月ごとに表記している。
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月
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2024年2020年 2021年 2022年 2023年
［361件］［324件］ ［317件］ ［300件］ ［349件］

コロナ感染者数推移（1週間ごと）
2020年1月16日～2024年12月31日
※新型コロナ関連の情報提供
2020年1月16日～2023年5月7日まで 厚生労働省
2023年5月 8日～2025年1月5日まで 厚生労働省（5類感染症移行後）

５５類類感感染染症症移移行行後後

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

第第11波波 第第22波波 第第33波波 第第44波波 第第55波波

第第66波波 第第77波波 第第88波波
緊急事態宣言の実施期間（期間延長含む）
①2020年4月 7日～2020年 5月25日
②2021年1月 8日～2021年 3月21日
③2021年4月25日～2021年 9月30日
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７．病床規模別１施設あたりの医療事故発生報告件数 （数値版 ２-（１）-⑥参照）

1施設あたりの医療事故発生報告件数が最も多かったのは｢900床以上｣0.67件で、次いで多かったのが｢800床〜899床｣0.57件であった。22002244年年
のの 状状 況況

＊｢1施設あたりの報告件数｣は、2016年〜2023年は各年の1月〜12月の報告件数/8年/施設数、2024年は1月〜12月の報告件数/施設数として算出し、有効数字2桁で表示している。
＊｢施設数｣は、2016年〜2023年の平均、2024年ともに｢令和5年医療施設調査｣(厚生労働省)に基づき算出している。

（病床数）

（件数）

0.000031 
0.0022 0.0057 

0.017 0.041 0.087 
0.13 

0.21 0.31 

0.40 0.51 

0.61 

0.000036 
0.00088 

0.0058 0.015 

0.047 0.087 

0.11 
0.15 

0.42 

0.39 

0.57 

0.67 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

［0.0019件/年］

［0.0020件/年］

2024年

2016年～2023年平均

８．病床規模別１病床あたりの医療事故発生報告件数 （数値版 ２-（１）-⑥参照）

＊｢1病床あたりの報告件数｣は、 2016年〜2023年は各年の1月〜12月の報告件数/8年/病床数、2024年は1月〜12月の報告件数/病床数として算出し、有効数字2桁で表示している。
＊｢病床数｣は、2016年〜2023年の平均、2024年ともに｢令和5年医療施設調査｣(厚生労働省)に基づき算出している。
＊｢病床数｣には、精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床、一般病床、一般診療所の病床を含む。

1病床あたりの医療事故発生報告件数が最も多かったのは｢800床〜899床｣0.69 (×10-３) 件で、次いで多かったのが「600床〜699床」0.65(×10-３) 件
であった。

22002244年年
のの 状状 況況

（病床数）

（件数）

0.16 

0.092 

0.11 
0.17 

0.26 

0.30 

0.39 

0.48 
0.54 

0.61 0.59 

0.066 

0.095 

0.10 

0.19 

0.26 

0.26 0.28 

0.65 

0.53 

0.69 
0.64 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

(×10-3 )［0.22 件/年］
［0.23 件/年］

2024年

2016年～2023年平均 (×10-3 )

×10-3
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９ｰ１．特定機能病院の報告割合 （数値版 ２-（１）-⑤参照）

医療事故発生報告件数のうち、特定機能病院からの報告件数は16.9％（59件）であった。22002244年年
のの 状状 況況

＊特定機能病院は、88病院で集計している。

15.5 %［［56件件］］

18.0% ［［54件件］］

19.6％％［［62件件］］

16.0％％［［52件件］］

15.8％％［［59件件］］

12.2％％［［46件件］］

14.9％％［［55件件］］

12.1％％［［49件件］］

84.5 %［［305件件］］

82.0 ％％［［246件件］］

80.4％％［［255件件］］

84.0％％［［272件件］］

84.2％％［［314件件］］

87.8％％［［331件件］］

85.1％％［［315件件］］

87.9％％［［357件件］］

特特定定機機能能病病院院

16.9%［［59件件］］

特特定定機機能能病病院院以以外外

83.1%［［290件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

［349件］

［317件］

［373件］

［324件］

［377件］

［370件］

［406件］

［300件］

［361件］

22002244年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

９ｰ２．特定機能病院における報告回数 （数値版 参考２-（１）-⑤ -i参照）

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

特定機能病院の報告回数は｢4回〜6回｣が最も多く36.4％(32病院)であった。 ｢1回〜3回｣ は28.4％(25病院)、 ｢7回〜9回｣ は14.8％(13病院)、｢10回
〜12回｣は11.4％(10病院)、｢13回〜15回｣は1.1％(1病院) 、｢16回以上｣は4.5％(4病院)で、報告実績がないのは、3.4％(3病院)であった。

報報告告ななしし

3.4 ％％
［［3病病院院］］

1回回～～3回回
28.4 ％％

［［25病病院院］］

4回回～～6回回
36.4％％

［［32病病院院］］

7回回～～9回回
14.8 ％％

［［13病病院院］］

10回回～～12回回
11.4 ％％

［［10病病院院］］

13回回～～15回回
1.1％％

［［1病病院院］］

16回回以以上上

4.5％％
［［4病病院院］］

特定機能病院数 88病院

（平均報告回数 5.8回）

2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

＊特定機能病院の｢病院数｣は、2024年12月31日時点で特定機能病院の承認を受けている医療機関の報告実績であり、当該医療機関が特定機能病院として承認されていなかった
期間の報告を含んでいる。

＊特定機能病院は、88病院で集計している。
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病床規模数の大きな施設ほど、高い報告実績率を示している。

１０．病床規模別医療事故発生報告実績の割合 （数値版 参考２-（１）-⑥参照）

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊この集計は、2015年10月１日〜2024年12月31日までの実績に基づき集計したものである。＊報告実績あり(回数)は、1つの医療機関が医療事故発生報告をした回数を示している。
＊｢施設数(総数)｣は、｢令和5年医療施設調査｣(厚生労働省)に基づき算出している。

0.2%

0.5%

2.3%

8.1%

18.8%

30.2%

46.4%

59.3%

70.7%

67.9%

80.4%

0.03%

1.6%

4.1%

9.1%

13.6%

20.4%

19.8%

18.3%

16.7%

17.1%

17.9%

5.9%

99.97%

98.2%

95.3%

88.6%

78.3%

60.7%

50.0%

35.3%

24.1%

12.2%

14.3%

13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0

1～19

20～99

100～199

200～299

300～399

400～499

500～599

600～699

700～799

800～899

900以上

［1,399施設］
報告実績あり(1回)

報告実績なし
報告実績あり(複数回)

17.2％ 82.8％［6,723施設］

（施設数）
166,051

5,661

2,916

2,788

1,013

670

354

153

108

41

28

51

［［166,002施施設設］］

［［5,560施施設設］］

［［2,780施施設設］］

［［2,470施施設設］］

［［793施施設設］］

［［407施施設設］］

［［177施施設設］］

［［54施施設設］］

［［26施施設設］］

[[5施施設設]]

［［4施施設設］］

［［7施施設設］］

［49施設］

［［90施施設設］］

［［121施施設設］］

［［138施施設設］］

［［137施施設設］］

［［70施施設設］］

［［28施施設設］］

［［18施施設設］］

［［7施施設設］］

［［5施施設設］］

［［3施施設設］］

［［255施施設設］］

［15施設］

［11施設］

［63施設］

［82施設］

［［126施施設設］］

［［107施施設設］］

［［71施施設設］］

［［64施施設設］］

［［29施施設設］］

［［19施施設設］］

［［41施施設設］］

（病床数）

診療所を除く病院(20床以上)の実績 2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

施設数（総数）病院 8,122施設
診療所 171,712施設

１１．医療事故発生報告施設における報告回数 （数値版 参考２-（１）-⑥参照）

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

医療事故発生報告回数は｢1回｣が最も多く59.5％(921施設)であり、複数回報告があった施設は40.5％(628施設)であった。

＊この集計は、2015年10月1日〜2024年12月31日までの実績に基づき集計したものである。

2015年10月1日～2024年12月31日までの累計
報告実績あり施設数 1,549施設

（平均報告回数 2.1回）

1回回
59.5％％

［［921施施設設］］

2回回
17.3％％

［［268施施設設］］

3回回
8.3％％

［［129施施設設］］

4回回
5.1％％

［［79施施設設］］

5回回
3.6％％

［［55施施設設］］

6回回
1.7％％

［［26施施設設］］

7回回
1.9％％

［［29施施設設］］

8回回
0.6％％

［［10施施設設］］

9回回
0.6％％

［［10施施設設］］ 10回回以以上上

1.4％％
［［22施施設設］］

複数回以上
40.5%

［628施設］
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１２．１事例に関与した医療機関数 （数値版 ２-（１）-⑦参照）

複数の医療機関が関与していた事例は13.0％(424件)あり、そのうち、2施設が12.0％(391件)、3施設以上が1.0％(33件)であった。制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊この集計は、医療事故発生報告の情報に基づき、センターが分類、集計したものである。

複数の医療機関が関与

13.0%
［424件］

1施施設設

87.0％％
［［2,834件件］］

2施施設設

12.0％％
［［391件件］］

3施施設設以以上上

1.0％％
［33件件］

2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

医療事故発生報告件数 3,258 件

１３．事故報告判断における支援状況と支援依頼先の内訳 （数値版 ２-（１）-⑫・２-（１）-⑬参照）

2018年1月1日〜2024年12月31日までに報告のあった2,401件のうち、事故報告の判断における支援を受けたのは27.3％(655件)あった。支援依頼先と
しては、支援団体が58.2％(381件)、医療事故調査・支援センターが29.8％(195件)であった。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊この集計は、2018年1月1日〜2024年12月31日までに事故報告をされた医療機関への照会に基づき、センターが集計したものである。
※1）｢医療事故調査等支援団体｣とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から構成される。

支支援援をを受受けけたた

27.3 ％％

［［655件件］］

支支援援をを受受けけななかかっったた

72.7 ％％
［［1,746件件］］

そそのの他他

11.8％％
［［77件件］］

両両方方

0.3 ％％
［［2件件］］

医医療療事事故故調調査査・・

支支援援セセンンタターー

29.8 ％％
［［195件件］］

医医療療事事故故調調査査等等

支支援援団団体体※※1））

58.2％％
［［381件件］］

2018年1月1日～2024年12月31日までの報告件数 2,401件

件数その他の内訳
22行政、保健所等
14顧問弁護士、外部有識者
13当該病院系列・グループ病院
11外部の医師・病院等
7保険会社
4関係医会・関係協会・病院団体等
3搬送先・解剖施設等
3上記以外
77合 計
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１４．病床規模別事故報告判断における支援状況 （数値版 ２-（１）-⑭参照）

事故報告の判断における支援状況は、病床規模1〜19床が最も多く73.6％（53件）であった。次いで0床が70.3％（26件）であった。制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

70.3 ％％ ［［26件件］］

73.6 ％％ ［［53件件］］

37.9 ％％ ［［162件件］］

29.2 ％％ ［［199件件］］

24.0 ％％ ［［129件件］］

13.3 ％％ ［［86件件］］

29.7 ％％ ［［11件件］］

26.4 ％％ [19件件]

62.1 ％％ ［［266件件］］

70.8 ％％ ［［482件件］］

76.0 ％％ ［［409件件］］

86.7 ％％ ［［559件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0床

1〜19床

20〜199床

200〜399床

400〜599床

600床以上

支援を受けた

支援を受けなかった

2018年1月1日～2024年12月31日までの報告件数 2,401件

［37件］

［72件］

［428件］

［681件］

［538件］

［645件］

＊この集計は、2018年1月1日〜2024年12月31日までに事故報告をされた医療機関への照会に基づき、センターが集計したものである。

１５．事故報告判断における支援依頼先の内訳（年別） （数値版 ２-（１）-⑬参照）

事故報告判断における支援依頼先は、支援団体が32件（42.1％）、医療事故調査･支援センターが33件（43.4%）であった。22 00 22 44 年年
のの 状状 況況

※1）｢医療事故調査等支援団体｣とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から構成される。

支支援援団団体体 医医療療事事故故調調査査・・
支支援援セセンンタターー

そそのの他他
支支援援団団体体

医医療療事事故故調調査査・・
支支援援セセンンタターー

そそのの他他

＊この集計は、2018年1月1日〜2024年12月31日までに事故報告をされた医療機関への照会に基づき、センターが集計したものである。
＊この集計は、｢13.事故報告判断における支援状況と支援依頼先の内訳｣に記載した｢支援を受けた｣の支援依頼先の内訳（年別）である。

支支援援団団体体 医医療療事事故故調調査査・・
支支援援セセンンタターー

そそのの他他
支支援援団団体体

医医療療事事故故調調査査・・
支支援援セセンンタターー

そそのの他他

医医療療事事故故調調査査
等等支支援援団団体体※※11））

37 ［［42.5%］］

38 ［［53.5%］］

47 ［［61.0%%］］

61 ［［61.6%］］

64 ［［64.6%］］

102 ［［69.9%］］

32 ［［36.8%］］

24 ［［33.8%］］

21 ［［27.3%］］

31 ［［31.3%］］

23 ［［23.2%］］

31 ［［21.2%］］

1 [1.0%]

18［［20.7%］］

9
［［12.7%］］

9
［［11.7%］］

7
［［7.1%］］

11
［［11.1%］］

13
［［8.9%］］

32 ［［42.1%］］ 33 ［［43.4%］］

1 [1.3%]

10
［13.2%］

0 20 40 60 80 100 120 140 160

2024年

支支援援団団体体及及びび
医医療療事事故故調調査査・・支支援援セセンンタターー

支支援援団団体体及及びび
医医療療事事故故調調査査・・支支援援セセンンタターー

医医療療事事故故調調査査・・
支支援援セセンンタターー

そそのの他他医医療療事事故故調調査査等等
支支援援団団体体※※11））

［76件］

22002244年年

22002200年年

［99件］

［146件］

［99件］

［77件］

22001199年年

22002211年年

22002222年年

22001188年年

［71件］

22002233年年
［87件］

（件数）

2018年1月1日～2024年12月31日までの支援を受けた報告件数 655件
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� 要約版　医療事故発生報告の状況



１７．都道府県別人口100万人あたりの医療事故発生報告件数［１年換算］ （数値版参考２-（１）-⑧参照）

人口100万人あたりの医療事故発生報告件数(制度開始からの累計)を1年換算した件数は全体で2.8件/年であった。最も多かったのは「京都府」｢宮
崎県｣の4.8件、続いて｢三重県｣｢大分県｣の4.7件であった。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊｢人口100万人あたりの報告件数｣とは、医療事故発生報告件数/9.25/人口(｢令和5年人口推計｣総務省統計局)×100万として算出している(1年換算)。

3.6 

3.0 

3.7 

2.1 

2.8 
3.1 

3.8 

2.4 

2.7 2.9 

1.7 

3.1 3.1 

2.6 

3.0 

2.0 

3.3 

2.9 

2.5 2.5 
2.4 

3.1 

4.7 

0.9 

3.3 

4.8 

2.0 

2.6 2.6 

1.8 

3.2 

4.0 

2.5 
2.2 

1.9 

3.0 
2.9 

3.1 

1.8 

2.6 

3.3 
3.0 

3.9 

4.7 
4.8 

2.0 

3.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

北
海
道

青
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岩
手
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宮
城
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秋
田
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山
形
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福
島
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茨
城
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栃
木
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群
馬
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埼
玉
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千
葉
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東
京
都

神
奈
川
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新
潟
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山
梨
県

長
野
県

富
山
県

石
川
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

福
井
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
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長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全全体体
22..88件件//年年

（件数）

北海道
ブロック

東北
ブロック

関東信越
ブロック

東海北陸
ブロック

近畿
ブロック

中国四国
ブロック

九州
ブロック

１６．都道府県別医療事故発生報告件数 （数値版 ２-（１）-⑧参照）

都道府県別にみた制度開始からの医療事故発生報告件数が最も多かったのは｢東京都｣406件、次いで｢神奈川県｣222件であった。制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

171

33 40 44
24 29

62 62
48 51
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島
根
県

岡
山
県

広
島
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香
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愛
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福
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熊
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大
分
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宮
崎
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鹿
児
島
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沖
縄
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2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

医療事故発生報告件数 3,258件

北海道
ブロック

東北
ブロック

関東信越
ブロック

東海北陸
ブロック

近畿
ブロック

中国四国
ブロック

九州
ブロック

（件数）
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１８．院内調査結果報告件数の推移 （数値版参考３-（１）-①参照）

院内調査結果報告は、329件であり、70〜90件台/四半期で推移していた。22002244年年
のの 状状 況況

院院内内調調査査結結果果報報告告のの状状況況

＊院内調査結果報告件数を四半期ごとに表記している。

7

42 43

69
65

104

84

62

71

86
95

89 91

66

96 98
104

119

65

83
88 90

67
59

95

81

64 65
74

69
75

92

83

72

83

93

81

0

20

40

60

80

100

120

22001177年年 22001188年年22001166年年22001155年年 22001199年年 22002200年年 22002211年 22002233年年22002222年 22002244年年
［7件］ [219件] ［321件］ ［361件］ [355件]［364件］ [311件] ［319件］[284件] ［329件］

（件数）

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

10月~
12月

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

１９．医療事故発生報告件数および院内調査結果報告件数累計の推移
（数値版参考２-（１）-①-i・参考３–(１)-①参照）

医療事故発生報告件数の累計と院内調査結果報告件数の累計は、ほぼ比例しながら推移している。

81 187 285 
388 

487 
568 

652 
751 

857 
945 1,028 

1,129 
1,234 

1,308 
1,420 

1,500 
1,607 

1,710 
1,770 

1,847 
1,931 

2,018 
2,092 

2,174 
2,248 

2,305 
2,374 2,451 

2,548 
2,632 

2,719 
2,811 

2,909 
3,009 

3,085 
3,165 

3,258 

7 
49 92 

161 226 
330 

414 476 547 
633 728 

817 
908 

974 
1,070 1,168 

1,272 
1,391 

1,456 
1,539 

1,627 
1,717 

1,784 
1,843 

1,938 2,019 2,083 
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2,541 
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0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000
2,200
2,400
2,600
2,800
3,000
3,200
3,400
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（件数）

1月~
3月

4月~
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7月~
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1月~
3月

4月~
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7月~
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12月

1月~
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4月~
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7月~
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1月~
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4月~
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7月~
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1月~
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4月~
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7月~
9月

10月~
12月

1月~
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4月~
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7月~
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1月~
3月

4月~
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7月~
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10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

10月~
12月

22002244年年22001166年年 22002233年年22001177年年 22001188年年 22001199年年 22002200年年 22002211年年 22002222年年22001155年年
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� 要約版　院内調査結果報告の状況



２０ｰ１．起因した医療（疑いを含む）の分類別院内調査結果報告件数 （数値版 ３-（２）-①参照）

起因した医療(疑いを含む)別に分類した院内調査結果報告件数は、｢手術(分娩を含む)｣が最も多く152件であり、次いで多かったのは｢処置｣42件であった。22002244年年
のの 状状 況況

21.8 

1.5 8.0 6.8 
14.0 

25.8 
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2016年～2023年の平均値 [316.8件]

2024年 [329件]

（件数）

診
断
穿
刺
・

検
体
採
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投
薬
・
注
射

（
輸
血
を
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を
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む
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患
者
の
隔
離
・
身
体
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拘
束
／
身
体
抑
制

診察 検査等 その他治療

＊｢起因した医療(疑いを含む)の分類｣は、厚生労働省医政局⻑通知(平成27年5月8日医政発0508第1号)の別添｢医療に起因する(疑いを含む)死亡又は死産の考え方｣に基づき、2016年
〜2017年は医療事故発生報告の内容をセンターが分類、集計したものであるが、2018年1月以降は医療機関から報告された院内調査結果報告の内容に基づき集計している。

＊｢左記以外｣には、原因不明の急性呼吸不全、死因の特定が不能なもの、急性心筋梗塞による死亡の疑い等が含まれ、分類困難だったものである。

２０ｰ２．病床規模別「起因した医療（疑いを含む）の分類」の割合 （数値版 ３-（２）-③参照）

病床規模別の起因した医療の分類は、無床では｢投薬･注射(輸血を含む)｣が29.5％の割合を占めるが、有床ではいずれも｢手術(分娩を含む)｣が約半数近
い割合を占め、特に1〜19床では、74.3％を｢手術(分娩を含む)｣が占めた。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊｢起因した医療(疑いを含む)の分類｣は、厚生労働省医政局⻑通知(平成27年5月8日医政発0508第1号)の別添｢医療に起因する(疑いを含む)死亡又は死産の考え方｣に基づき、2015年
〜2017年は医療事故発生報告の内容をセンターが分類、集計したものであるが、2018年1月以降は医療機関から報告された院内調査結果報告の内容に基づき集計している。

＊｢左記以外｣には、原因不明の急性呼吸不全、死因の特定が不能なもの、急性心筋梗塞による死亡の疑い等が含まれ、分類困難だったものである。
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⑩⑩⑮⑮③③ ⑨⑨麻麻酔酔 ⑪⑪ ⑰⑰

⑤⑤ ⑩⑩ ⑮⑮
誤誤嚥嚥

③③ ⑨⑨ ⑰⑰

⑤⑤
画画像像検検査査

⑮⑮
誤誤嚥嚥

⑩⑩ ③③ ⑬⑬ ④④ ⑭⑭⑨⑨⑯⑯ ⑰⑰

⑤⑤
画画像像検検査査

⑩⑩ ⑮⑮ ③③ ⑬⑬ ④④ ⑭⑭ ⑨⑨⑯⑯ ⑰⑰

⑤⑤
画画像像検検査査

⑩⑩ ⑮⑮ ③③ ⑬⑬ ④④ ⑭⑭ ②② ⑰⑰

⑭⑭
転転倒倒･･転転落落

①①徴徴候候、、症症状状

0床

1〜19床

200〜399床

600床以上

20〜199床

400〜599床

［105件］

［505件］

［818件］

［44件］

［647件］

［751件］

治療
⑥手術（分娩を含む）

⑦処置

⑧投薬・注射（輸血を含む）

⑨麻酔 ⑩医療機器の使用
⑪リハビリテーション
⑫放射線治療

検査等
②検体検査
③生体検査
④診断穿刺・検体採取
⑤画像検査

その他
⑬療養
⑭転倒･転落
⑮誤嚥
⑯患者の隔離・

身体的拘束／身体抑制

左記以外⑰診診察察

①徴候、症状
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２１ｰ１．「手術（分娩を含む）」の内訳 （数値版 ３-（２）-②参照）

22002244年年
のの 状状 況況

2016年～2023年の平均値 [144.5件]

2024年 [152件]

4.0 

13.4 

20.8 
18.6 

17.4 

5.8 

14.3 

21.5 

12.0 

16.9 
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28

13 12
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開
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手
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開
胸
手
術

開
腹
手
術

筋
骨
格
系
手
術

（
四
肢
体
幹
）

腹
腔
鏡
下
手
術

胸
腔
鏡
下
手
術

そ
の
他
の

内
視
鏡
下
手
術

経
皮
的
血
管
内
手
術

そ
の
他

分
娩

（
帝
王
切
開
術
を

含
む
）

胸
腔
鏡
下
手
術

腹
腔
鏡
下
手
術

そ
の
他
の

内
視
鏡
下
手
術

分
娩

（
帝
王
切
開
術
を

含
む
）

筋
骨
格
系
手
術

（
四
肢
体
幹
）

（件数）

手術

＊この集計は、｢20-1.起因した医療(疑いを含む)の分類別院内調査結果報告件数｣に記載した｢治療｣のうち、｢手術(分娩を含む)｣の内訳である。
＊手術は、｢平成26年患者調査｣(厚生労働省)の｢病院退院票｣における手術名に基づく分類である。
＊｢その他｣の件数には、2024年ではリードレスペースメーカー埋め込み術、声門閉鎖術及び気管孔拡大術、肺のラジオ波焼却術等が含まれ、2016年〜2023年では、上記の他に
気管切開術、CVポート留置術、頸動脈内膜剥離術、甲状腺全摘術等が含まれる。

｢手術(分娩を含む)｣の内訳で、院内調査結果報告件数が最も多かったのは｢経皮的血管内手術｣の28件であった。

２１ｰ２．病床規模別「手術（分娩を含む）」の内訳の割合 （数値版 ３-（２）-④参照）

｢手術(分娩を含む)｣の内訳で、院内調査結果報告件数が最も多かったのは、1〜19床では｢分娩(帝王切開術を含む)｣88.5％、20〜199床では｢筋骨格系手術(四肢
体幹)｣22.2％、200〜399床では｢開腹手術｣19.0％、400〜599床では｢腹腔鏡下手術｣17.3％、600床以上では｢経皮的血管内手術｣18.6％であった。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

＊この集計は、｢20-1.起因した医療（疑いを含む）の分類別院内調査結果報告件数｣に記載した｢治療｣のうち、｢手術(分娩を含む)｣の内訳である。
＊手術は、｢平成26年患者調査｣(厚生労働省)の｢病院退院票｣における手術名に基づく分類である。
＊｢その他｣の件数（累積）には、リードレスペースメーカー埋め込み術、声門閉鎖術及び気管孔拡大術、肺のラジオ波焼却術、気管切開術、CVポート留置術、頸動脈内膜剥離術、
甲状腺全摘術等が含まれる。

開開腹腹手手術術

18.4%

開開腹腹手手術術

19.0%

開開腹腹手手術術

12.0%

開開腹腹手手術術

12.8%

経経皮皮的的
血血管管内内手手術術

9.7%

経経皮皮的的
血血管管内内手手術術

17.1%

経経皮皮的的
血血管管内内手手術術

17.0%

経経皮皮的的
血血管管内内手手術術

18.6%

腹腹腔腔鏡鏡下下手手術術

13.5%

腹腹腔腔鏡鏡下下手手術術

11.8%

腹腹腔腔鏡鏡下下手手術術

17.3%

腹腹腔腔鏡鏡下下手手術術

9.2%

分分娩娩（（帝帝王王切切開開術術をを含含むむ））
88.5%

分分娩娩

13.5%

分分娩娩

5.0%

分分娩娩

5.3%

分分娩娩

4.7%

筋筋骨骨格格系系手手術術

（（四四肢肢体体幹幹））

9.0%

筋筋骨骨格格系系手手術術（（四四肢肢体体幹幹））

22.2%

筋筋骨骨格格系系手手術術
（（四四肢肢体体幹幹））

16.5%

筋筋骨骨格格系系手手術術

（（四四肢肢体体幹幹））

8.3%

筋筋骨骨格格系系手手術術

（（四四肢肢体体幹幹））

7.8%

1.4
%

開開胸胸手手術術

6.9%

開開胸胸手手術術

9.3%

開開胸胸手手術術

18.1%

そそのの他他のの
内内視視鏡鏡下下手手術術

10.6%

そそのの他他のの
内内視視鏡鏡下下手手術術

9.6%

そそのの他他のの
内内視視鏡鏡下下手手術術

10.0%

そそのの他他のの
内内視視鏡鏡下下手手術術

12.2%

3.9 
%

胸胸腔腔鏡鏡下下

手手術術

8.0%

胸胸腔腔鏡鏡

下下手手術術
3.9%

2.4
%

開開頭頭

手手術術
3.0%

2.3 
%

開開頭頭

手手術術

3.9%

そそのの他他 100.0%

そそのの他他

8.2%

そそのの他他

7.2%

そそのの他他

10.3%

そそのの他他

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

開開頭頭手手術術

胸胸腔腔鏡鏡下下手手術術

開開頭頭手手術術

0床

1～19床

200～399床

600床以上

20～199床

400～599床

［78件］

［207件］

［363件］

［3件］

［300件］

［360件］

そそのの他他のの内内視視鏡鏡下下手手術術 1.3%

開開胸胸手手術術

腹腹腔腔鏡鏡下下手手術術 1.3%

17

要 

約 

版

Ⅱ　

相
談
・
医
療
事
故
報
告
等
の
現
況

 

� 要約版　院内調査結果報告の状況



２３．院内調査結果報告までに要した期間とその理由 （数値版参考３-（１）-7参照）

＊2024年1月1日〜12月31日時点において、院内調査結果報告329件のうち、医療事故発生報告から院内調査結果報告までに1年6か月以上要した69件について集計している。
＊この集計は、医療機関への照会に基づきセンターが集計したものである。

院内調査結果報告までに時間を要した理由は｢報告書の作成に時間を要した｣が38件で最も多かった。次いで｢遺族への調査結果の説明やその後の対
応に時間を要した｣が27件、 ｢委員会開催のための日程調整に時間を要した｣が19件であった。

22002244年年
のの 状状 況況

（重複計上）

11年年66かか月月以以上上 22年年以以上上～～

～～22年年未未満満 22年年66かか月月未未満満

制制    度度  制度の理解不足 44 00 11 55

 解剖結果が出るまでに時間を要した 11 00 00 11

 外部委員の派遣までに時間を要した 33 22 44 99

 委員会開催のための日程調整に時間を要した 77 33 99 1199

 調査検討に時間を要した（委員会を複数開催した等） 33 22 33 88

 報告書の作成に時間を要した 1166 55 1177 3388
 複数の報告事例があり順番に対応しているため時間
 を要した 11 00 33 44

 他の業務があり時間を要した 00 00 22 22

説説    明明
 遺族への調査結果の説明やその後の対応に時間を要
 した 1144 55 88 2277

 コロナ対応のため時間を要した 00 11 88 99

 担当者交代もしくは人員削減により時間を要した 22 00 22 44

 上記以外の理由で時間を要した 11 00 22 33

合合　　計計
　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　   報報告告ままででにに要要ししたた期期間間

22年年66かか月月以以上上
    理理  由由

調調    査査

そそのの他他

＊1か月を30日として集計している。
死亡から医療事故の判断に要した日数の中央値は42日、医療事故発生報告から院内調査結果報告までに要した日数(院内調査)の中央値は307日であった。
また、死亡から院内調査結果報告までに要した日数の中央値は374日であった。

22002244年年
のの 状状 況況

２２．患者死亡から医療事故発生報告および院内調査結果報告までの期間
（数値版参考３-（１）-⑧-i,ii参照）

死亡から院内調査結果
報告までの期間（中央値）

死亡から医療事故発生
報告までの期間（中央値）

死亡から
院内調査結果報告(日数)

医療事故発生報告から
院内調査結果報告(日数)

死亡から
医療事故発生報告(日数)

患患者者死死亡亡
医医療療事事故故
発発生生報報告告

院院内内調調査査
結結果果報報告告

67 

94.5 

154 
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232 
230.5 

243.5 
279.5 

278 
264.5 

309 308 
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318 

343.5 
353 
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389.5 
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378 
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10月~
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1月~
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4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

1月~
3月

4月~
6月

7月~
9月

10月~
12月

22001177年年 22001188年年 22002200年年 22002211年年22001155年年 22002244年年22001166年年 22001199年年 22002222年年 22002233年年

（日数）

11 13 19 25 19 20 21 
20.5 

26 27 24 
37 32 

27.5 
40.5 

33 24 32 38 28 
35.5 

42.5 
37 28 33 33 

34.5 
32 

48.5 
49 46 42.5 

40 
41.5 41 

42 44 

［355件］［364件］ ［311件］ ［284件］［7件］ ［219件］ ［321件］ ［361件］ ［319件］ ［329件］

2024年

中央値 374

平均値 484.0

最　短 39

最　長 2,950

2024年

中央値 307

平均値 386.5

最　短 0

最　長 2,220

2024年

中央値 42

平均値 97.5

最　短 2

最　長 2,649
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２４ｰ１．解剖の実施状況 （数値版 ３-（３）-①参照）

解剖の実施件数は、院内調査結果報告があった329件のうち114件であった。22002244年年
のの 状状 況況

（件数）

91［［28.5%］］

94 ［［33.1%］］

110 ［［35.4%］］

131 ［［36.9%］］

139 ［［38.2%］］

144［［39.9%］］

133［［41.4%］］

74［［33.8%］］

227［［71.2%］］

188 ［［66.2%］］

196 ［［63.0%］］

218 ［［61.4%］］

224 ［［61.5%］］

217 ［［60.1%］］

188 ［［58.6%］］

145 ［［66.2%］］

1［［0.3%］］

2［［0.7%］］

5 ［［1.6%］］

6 ［［1.7%］］

1 ［［0.3%］］

実実施施あありり 114 ［［34.7%］］ 実実施施ななしし 211 ［［64.1%］］
不不明明

4［［1.2%］］

0 50 100 150 200 250 300 350 400

解剖実施あり

22002244年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

［329件］

［364件］

［355件］

［311件］

［361件］

［321件］

［219件］

［284件］

［319件］

２４ｰ２．解剖実施ありの内訳 （数値版 ３-（３）-①参照）

＊｢死因身元調査解剖｣とは、2013年4月1日施行｢警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律｣に基づく解剖である。

解剖実施あり114件の内訳は、病理解剖が75件で、司法解剖は36件、行政解剖は2件、死因身元調査解剖は1件であった。22002244年年
のの 状状 況況

（件数）

63［［69.2%］］

69［［73.4%］］

85 ［［77.3%］］

101 ［［77.1%］］

102 ［［73.4%］］

120 ［［83.3%］］

109 ［［82.0%］］

57 ［［77.0%］］

23［［25.3%］］

23［［24.5%］］

23 ［［20.9%］］

29［［22.1%］］

30［［21.6%］］

23［［16.0%］］

21［［15.8%］］

13
［［17.6％％］］

2［［2.2%］］

1［［1.1%］］

2［［1.8%］］

1［［0.8%］］
3［［2.2％％］］

1［［0.7%］］

2［［1.5%］］

3［［4.1%］］

3［［3.3%］］

1［［1.1%］］

4［［2.9%］］

1［［0.8%］］

1［［1.4%］］

［94件］

病病理理解解剖剖 75［［65.8%］］
司司法法解解剖剖

36 ［［31.6%］］

行行政政解解剖剖 2 ［［1.8%］］

死死因因身身元元調調査査解解剖剖
1 ［［0.9%］］

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002244年年

22002222年年

22002233年年

［139件］

［131件］

［110件］

［144件］

［133件］

［74件］

［114件］

［91件］
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解剖の実施件数は、院内調査結果報告があった2,870件のうち1,031件であった。そのうち、都道府県別では、｢東京都｣の151件が一番多かった。
次いで｢神奈川県｣の82件、｢愛知県｣の70件、｢大阪府｣の64件、「北海道」の63件が続いた。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

２４ｰ３． 都道府県別解剖実施の状況 （数値版３-（３）-②参照）
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院院内内調調査査結結果果報報告告件件数数 2,870件件
2015年10月1日～2024年12月31日までの累計
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都道府県別解剖実施あり1,031件の内訳は、病理解剖は109件、司法解剖は29件、行政解剖は8件、死因身元調査解剖は5件といずれも｢東京都｣が一
番多かった。次いで病理解剖は｢神奈川県｣61件、｢愛知県｣59件、司法解剖は｢神奈川県｣21件、 ｢大阪府｣19件、｢北海道｣18件であった。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

２４ｰ４．都道府県別解剖実施ありの内訳 （数値版３-（３）-②参照）
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2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

解解剖剖実実施施あありり1,031件件のの内内訳訳

死死因因身身元元調調査査解解剖剖

行行政政解解剖剖

司司法法解解剖剖

病病理理解解剖剖

（（解解剖剖件件数数））
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＊｢人口100万人あたりの解剖実施件数｣とは、解剖実施件数/9.25/人口(｢令和5年人口推計｣総務省統計局)×100万として算出している(1年換算)。
＊｢人口100万人あたりの院内調査結果報告件数｣とは、院内調査結果報告件数/9.25/人口(｢令和5年人口推計｣総務省統計局)×100万として算出している(1年換算)。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

人口100万人あたりの院内調査結果報告件数(制度開始からの累計)を1年換算した件数は全体で2.50件/年であった。最も多かったのは｢三重県｣4.44
件、続いて｢宮崎県｣4.36件、｢京都府｣4.35件、｢大分県｣4.24件であった。解剖実施件数(制度開始からの累計)を1年換算した件数は全体で0.90件/年
であった。最も多かったのは｢京都府｣1.62件、続いて「滋賀県」1.54件、｢三重県｣1.50件、｢大分県｣1.48件であった。

２４ｰ５．都道府県別院内調査結果報告件数並びに解剖実施件数（人口100万人あたり［1年換算］）
（数値版３-（３）-②参照）

＊｢人口｣は、｢令和5年人口推計｣総務省統計局から算出している(1年換算)。
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院内調査結果報告の件数（人口100万人あたり）

解剖実施の件数（人口100万人あたり）
（件数）

2015年10月1日～2024年12月31日までの累計

解剖実施件数 1,031件

院内調査結果報告件数 2,870件

解解剖剖件件数数
全全体体

00..9900件件//年年

報報告告件件数数
全全体体

22..5500件件//年年
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２４ｰ６．病理解剖実施なしの理由＜4か月間の集計＞ （数値版参考３-（３）-①ii参照）

解剖を実施しなかった理由は｢遺族に同意を得られなかった｣が56件で最も多かった。次いで「病理解剖は必要ないと判断した」が11件で、「病理
解剖以外の解剖（司法解剖）となった」が9件であった。

22 00 22 44 年年
99月月～～1122月月
のの 状状 況況

医療事故発生報告件数 122件/ 解剖実施なし件数95件

2024年9月1日～2024年12月31日までの累計

＊この集計は、病理解剖の必要性の説明の有無について具体的状況を把握することを目的にセンターが病理解剖を実施しなかった医療機関に照会した内容をまとめたものである。
＊この集計は、試験的な試みとして｢病理解剖を実施しなかった理由｣の考え方を整理して、昨年に引続き照会期間を2024年9月1日〜同年12月31日までの４か月間に限り、医療
事故発生報告に基づき集計している。

病理解剖を実施しなかった理由 件数

 遺族に同意を得られなかった 56
 病理解剖は必要ないと判断した 11
 病理解剖以外の解剖（司法解剖）となった 9
 警察対応等となった 6
 時期を逸した 6
 その他 3
 不明 4

合   計 95
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２５．死亡時画像診断（Ａｉ）の実施状況 （数値版 ３-（３）-③参照）

Aiの実施件数は、院内調査結果報告があった329件のうち105件であった。22002244年年
のの 状状 況況

＊｢実施あり｣は、医療機関が死亡直前に撮影したCTをAiと判断したものも含んでいる。

（件数）

実実施施あありり 105 ［［31.9%］］ 実実施施ななしし 214［［65.0%］］ 不不明明 10［［3.0%］］

0 50 100 150 200 250 300 350 400

118 ［［37.0%］］

110 ［［38.7%］］

106 ［［34.1%］］

124 ［［34.9%］］

124 ［［34.1%］］

116 ［［32.1%］］

115 ［［35.8%］］

85 ［［38.8%］］

193 ［［60.5%］］

166 ［［58.5%］］

199 ［［64.0%］］

221 ［［62.3%］］

238 ［［65.4%］］

243 ［［67.3%］］

201 ［［62.6%］］

134 ［［61.2%］］

8 ［［2.5%］］

8 ［［2.8%］］

6 ［［1.9%］］

10 ［［2.8%］］

2 ［［0.5%］］

2 ［［0.6%］］

5 ［［1.6%］］

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002244年年

22002222年年

22002233年年

［364件］

［355件］

［311件］

［361件］

［321件］

［219件］

［329件］

［284件］

［319件］

２６．解剖とＡｉの実施状況の内訳 （数値版 ３-（３）-④参照）

院内調査結果報告があった329件のうち、解剖またはAi、およびその両方が実施された件数は179件であった。22002244年年
のの 状状 況況

＊解剖およびAiの実施状況が不明なものは、｢実施なし｣として集計している。

（件数）

52

45

72

83

84

89

76

42

39

49

38

48

55

55

57

32

79

61

68

76

69

61

58

53

149［［46.7%］］

129［［45.4%］］

133［［42.8%］］

148［［41.7%］］

156［［42.9%］］

156［［43.2%］］

130［［40.5%］］

92［［42.0%］］

解剖のみ実施 74
解剖･Ai両方
実施 40 Aiのみ実施 65 実実施施ななしし 150［［45.6%］］

0 50 100 150 200 250 300 350 400

［［41.3%］］ ［［22.3%］］ ［［36.3%］］

［311件］

［364件］

［355件］

［329件］

［361件］

［321件］

［219件］

［284件］

［319件］

22002211年年

22001199年年

22002200年年

22002244年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

［40.4%］ ［26.4%］ ［33.2%］

［39.8%］ ［29.8%］ ［30.4%］

［33.1%］ ［25.2%］ ［41.7%］

［43.4%］ ［26.8%］ ［29.8%］

［40.1%］ ［23.2%］ ［36.7%］

［40.4%］ ［21.3%］ ［38.2%］

［29.0%］ ［31.6%］ ［39.4%］

［30.6%］ ［22.9%］ ［46.5%］

208［［57.1%］］

205［［56.8%］］

127［［58.0%］］

207［［58.3%］］

178［［57.2%］］

191［［59.5%］］

実実施施あありり 179［［54.4%］］

155［［54.6%］］

170［［53.3%］］
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２７．病床規模別病理解剖およびAiの実施件数 （数値版参考３-（３）-①-i ・参考３-（３）-③参照）

＊病理解剖が実施されたものについて集計している。

病理解剖の実施は781件で、最も多かったのは｢400〜499床｣の
133件であった。199床以下の施設では、他施設での解剖実施が
多かった。他施設の内訳では、搬送先以外が143件であった。

＊Aiが実施されたものについて集計している。

Aiの実施は1,005件で、最も多かったのは「300〜399床」の154
件であった。全体の89.6％ が報告施設で実施していた。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

報告施設

搬送先

搬送先以外

1 9
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病病理理解解剖剖

（件数）
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160
搬送先以外 41件 (  4.1％) 

900件 (89.6％)

64件 (  6.4％) 
AAii

（件数）

報告施設

搬送先

（病床数）

他施設他施設

（病床数）

２８．起因した医療（疑いを含む）の分類別解剖実施の割合 （数値版３-（３）-⑤参照）

起因した医療（疑いを含む）の分類別解剖実施の割合は、病理解剖は診断穿刺・検体採取が41.5％（27件）、司法解剖は隔離・身体拘束/身体抑制が
50.0％（12件）であった。

制制 度度 開開 始始
かかららのの状状況況

※1）「上記以外」には、原因不明の急性呼吸不全、死因の特定が不能なもの、急性心筋梗塞による死亡の疑い等が含まれ、分類困難だったものである。

25.7%［［53 件件］］

15.4%［［2 件件］］

28.4%［［ 21 件件］］

41.5%［［ 27 件件］］

30.0%［［ 36 件件］］

18.8%［［ 42 件件］］

24.1%［［ 85 件件］］

33.9%［［445 件件］］

32.4%［［ 12 件件］］

25.0%［［1 件件］］

14.8%［［13 件件］］

8.7% [6 件件]

4.8% 
[3 件件]

8.3% [2 件件]

24.6% ［［33 件件］］

11.2%［［23 件件］］

8.1％％［［6件件］］

3.1%
[2 件件]

4.2％％
［［5 件件］］

13.8％％［［31 件件］］

14.3％％［［1 件件］］

8.5％％［［30件件］］
3.7％％［［49 件件］］

16.2%［［6 件件］］

17.0%［［15 件件］］

23.2%［［16 件件］］

15.9%［［10件件］］

7.6％％［［6 件件］］

50.0%［［12 件件］］

7.5％％
［［10 件件］］

1.9％％［［4 件件］］

0.5％％［［7件件］］
2.7%

［［1 件件］］

1.6%［［1 件件］］

1.3％％［［1 件件］］

12.5%［［3 件件］］

1.9%［［4 件件］］

0.3％％［［4 件件］］

4.2%
［［1 件件］］

1.5%［［2 件件］］

57.8%［［119件件］］

84.6%［［11 件件］］

63.5%［［47件件］］

55.4%［［36 件件］］

65.0%［［78 件件］］

67.0%［［150件件］］

85.7%［［6 件件］］

66.8%［［235 件件］］

61.0%［［800 件件］］

48.6%［［18 件件］］

75.0%［［3 件件］］

68.2%［［60 件件］］

66.7%［［46 件件］］

74.6%［［47 件件］］

89.9%［［71 件件］］

20.8%［［5 件件］］

65.7%［［88 件件］］

1.5%
［［3件件］］

0.8%
［［1 件件］］

0.4%
［［1 件件］］

0.6%
［［2 件件］］

0.5%
［［6 件件］］

1.4%
［［1 件件］］

3.2%
［［2 件件］］

1.3%
［［1 件件］］

4.2%
［［1 件件］］

0.7%
［［1 件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

病理解剖 司法解剖 行政解剖 死因身元調査解剖 実施なし 不明

報告件数

206
13
74
65

120
224

7
352

1,311

37
4

88
69
63

79
24

134

徴候、症状

検体検査

生体検査

診断穿刺･検体採取

画像検査

投薬･注射
（輸血を含む）

リハビリテーション

処置

手術
（分娩を含む）

麻酔

放射線治療

医療機器の使用

療養

転倒･転落

誤嚥

隔離･身体拘束
/身体抑制

上記以外※1）

診
察

検
査
等

治
療

そ
の
他
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� 要約版　院内調査結果報告の状況



２９．院内調査委員会における外部委員※1）の参加状況 （数値版 ３-（４）-④参照）

院内調査結果報告328件のうち、外部委員の参加があったのは87.2％(286件)であった。そのうち参加人数は｢2人｣が36.4％と最も高く、次いで｢3人｣
が25.2％であった。

22002244年年
のの 状状 況況

※1) ｢外部委員｣には、｢医療事故調査等支援団体※2)｣等からの支援による委員が含まれる。
＊院内調査委員会の設置、開催がなかったものを除いて集計している。

※2) ｢医療事故調査等支援団体｣とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から構成される。

1人人 40

1人人 50

1人人 53

1人人 70

1人人 51

1人人 62

1人人 68

1人人 51

2人人 98

2人人 84

2人人 95

2人人 102

2人人 114

2人人 120

2人人 96

2人人 68

3人人 61

3人人 53

3人人 62

3人人 71

3人人 73

3人人 65

3人人 52

3人人 23

4人人 37

4人人 32

4人人 38

4人人 39

4人人 41

4人人 28

4人人 32

4人人 12

5人人以以上上 34

5人人以以上上 37

5人人以以上上 27

5人人以以上上 25

5人人以以上上 31

5人人以以上上 34

5人人以以上上 30

5人人以以上上 17

14.6%
［［46件件］］

9.9%
［［28件件］］

11.6%
［［36件件］］

13.5%
［［48件件］］

14.1%
［［51件件］］

14.4%
［［52件件］］

13.4%
［［43件件］］

21.6%
［［47件件］］

86.6%［［278件件］

24.5% 34.5％％ 18.7% 11.5% 10.8%

85.9%［［310件件］］

16.5% 36.8％％ 23.5% 13.2% 10.0%

78.4%［［171件件］］
29.8% 39.8％％ 13.5% 7.0% 9.9%

85.6%［［309件件］］

20.1% 38.8％％ 21.0% 9.1% 11.0%

86.5%［［307件件］］

22.8% 33.2％％ 23.1% 12.7% 8.1%

88.4%［［275件件］］

9.8%13.8%22.5%34.5％％19.3%

90.1%［［256件件］］
14.5%12.5%20.7%32.8%19.5%

85.4%［［270件件］］

14.8% 36.3% 22.6% 13.7% 12.6%

1人 47 2人 104 3人 72 4人 29 5人以上 34 
参参加加ななしし
12.8%
［［42件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参参加加あありり 87.2%［［286件件］］

36.4% 25.2% 10.1% 11.9%16.4%

22002211年年

22001199年年

22002200年年

22002244年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

［311件］

［361件］

［355件］

［328件］

［361件］

［321件］

［218件］

［284件］

［316件］

３０．再発防止策の記載状況 （数値版 ３-（５）-①参照）

＊｢記載なし｣とは、院内調査結果報告書に再発防止策の記載がなかったものである。

院内調査結果報告があった329件のうち、再発防止策の記載があった事例は318件であり、全体の96.7％であった。22002244年年
のの 状状 況況

97.5%［［311件件］］

94.7%［［269件件］］

98.4%［［306件件］］

96.3%［［342件件］］

96.2%［［350件件］］

95.6%［［345件件］］

92.5%［［297件件］］

87.2% ［［191件件］］

1.3%[[4件件]]
3.2%
［［9件件］］

0.6%［［2件件］］

1.4%［［5件件］］

1.4%［［5件件］］

1.1%［［4件件］］
5.9%

［［19件件］］

8.2%［［18件件］］

1.3%
[[44件件]]

2.1%
［［6件件］］

1.0%
［［3件件］］

2.3%
［［8件件］］

2.5%
［［9件件］］

3.3%
［［12件件］］

1.6%
［［5件件］］

4.6%
［［10件件］］

2023年

2022年

2021年

2020年

2019年

2018年

2017年

2016年

再再発発防防止止策策のの記記載載あありり

96.7% ［［318件件］］

2.7%［［9件件］］

0.6%
［［2件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「「防防止止策策ななしし」」とと記記載載あありり

「「記記載載ななしし」」

22002244年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

［329件］

［364件］

［355件］

［311件］

［361件］

［321件］

［219件］

［284件］

［319件］

24

要 

約 

版

Ⅱ　

相
談
・
医
療
事
故
報
告
等
の
現
況

要約版　院内調査結果報告の状況



＊院内調査結果報告書の表紙、目次、添付資料などを除いたページ数をセンターが集計したものである。

院内調査結果報告書のページ数は｢10〜12ページ｣が最も多く18.2％(60件)であった。22002244年年
のの 状状 況況

３１．院内調査結果報告書のページ数 （数値版 ３-（７）-①参照）

6.3%
[20件件]

2.1%
[6件件]

3.9%
［［12件件］］

7.3％％
［［26件件］］

11.0%
［［40件件］］

8.9%
［［32件件］］

8.1%
［［26件件］］

13.2%
［［29件件］］

11.9%
[38件件]

13.4%
［［38件件］］

10.9%
［［34件件］］

13.5%
［［48件件］］

14.6%
［［53件件］］

18.0%
［［65件件］］

17.8%
［［57件件］］

29.7%
［［65件件］］

15.7%
[50件件]

18.7%
［［53件件］］

19.3%
［［60件件］］

18.6%
［［66件件］］

26.1%
［［95件件］］

25.2%
［［91件件］］

28.3%
［［91件件］］

22.8%
［［50件件］］

18.5%
[59件件]

18.0%
[51件件]

21.5%
［［67件件］］

25.6%
［［91件件］］

19.2%
［［70件件］］

21.3%
［［77件件］］

17.1%
［［55件件］］

16.0%
［［35件件］］

14.7%
[47件件]

15.1%
[43件件]

15.8%
［［49件件］］

14.1%
［［50件件］］

14.0%
［［51件件］］

11.6%
［［42件件］］

13.4%
［［43件件］］

7.8%
［［17件件］］

9.1%
[29件件]

8.1%
[23件件]

11.6%
［［36件件］］

7.9%
［［28件件］］

5.8%
［［21件件］］

4.7%
［［17件件］］

7.8%
［［25件件］］

4.6%
［［10件件］］

7.8%
[25件件]

7.0%
[20件件]

6.4%
［［20件件］］

3.9%
［［14件件］］

3.6%
［［13件件］］

3.3%
［［12件件］］

2.5%
［［8件件］］

3.2%
［［7件件］］

2.8%
[9件件]

5.3%
[15件件]

4.8%
［［15件件］］

2.8%
［［10件件］］

2.2%
［［8件件］］

3.0%
［［11件件］］

1.9%
［［6件件］］

0.9％％［［2件件］］

13.2%
[42件件]

12.3%
[35件件]

5.8%
［［18件件］］

6.2%
［［22件件］］

3.6%
［［13件件］］

3.9%
［［14件件］］

3.1%
［［10件件］］

1.8%
［［4件件］］

1～3ページ 4～6ページ 7～9ページ 10～12ページ 13～15ページ

16～18ページ 19～21ページ 22～24ページ 25ページ以上

6.7%
［［22件件］］

10.3%
［［34件件］］

13.7%
［［45件件］］

18.2%
［［60件件］］

15.8%
［［52件件］］

13.7%
［［45件件］］

7.0%
［［23件件］］

3.6%
［［12件件］］

10.9%
［［36件件］］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22002244年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22001188年年

22001177年年

22001166年年

22002222年年

22002233年年

［329件］

[364件]

［355件］

［311件］

[361件]

[321件]

［219件］

［284件］

［319件］

「平均値」

14.7ページ

14.8ページ

12.8ページ

12.2ページ

10.9ページ

11.2ページ

10.5ページ

8.6ページ

14.3ページ

25

要 

約 

版

Ⅱ　

相
談
・
医
療
事
故
報
告
等
の
現
況

 

� 要約版　院内調査結果報告の状況



セセンンタターー調調査査のの状状況況

３２．センター調査対象件数と依頼者の内訳 （数値版 ４-（１）-①・②参照）

1 2

＊2015年10月〜12月はセンター調査の依頼は0件であった。

院内調査結果報告件数の累計は2,870件であり、センター調査対象となった事例は9.5％(273件)であった。センター調査の依頼は40件であり、依頼者
の内訳は、｢医療機関からの依頼｣が8件、｢遺族からの依頼｣が32件であった。

22002244年年
のの 状状 況況

センター調査対象件数

院内調査結果報告件数（累計） 2,870件

センター調査依頼なし

90.5％
［2,597件］

センター調査対象件数

9.5％
［273件］

9 [30.0%]

6 [20.7%]

2 
[6.1%]

5 [18.5%]

4 [12.1%]

3 
[13.0%]

7 [17.9%]

6 [31.6%]

21 [70.0%]

23  [79.3%]

31  [93.9%]

22  [81.5%]

29  [87.9%]

20  [87.0%]

32  [82.1%]

13  [68.4%]

医療機関

からの依頼

8 [[20.0%]]

遺遺族族かかららのの依依頼頼

32  [[80.0%]]

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45
（件数）

22002244年年

22001166年年

22001177年年

22001188年年

22001199年年

22002200年年

22002211年年

22002222年年

22002233年年

［40件］

［19件］

［39件］

［23件］

［33件］

［27件］

［33件］

［29件］

［30件］

＊センター調査対象件数273件には、院内調査結果報告前の依頼を含む。

依頼者の内訳
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